
令和６年度 第１回 

高知市高齢者保健福祉計画推進協議会 

資料 

日時 ： 令和７年２月３日（月）18：30～20：30 

場所 ： 本庁舎６階 611・612・613 会議室 
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高知市高齢者保健福祉計画推進協議会 委員名簿 

任期：令和５年４月１日～令和８年３月 31日 

※大畑委員は令和５年７月 12 日～和田委員は令和６年４月１日～藤井委員は令和６年６月 19 日～ 

所属 役職等 委員氏名 

１ 国立大学法人高知大学 教授 安田 誠史 

２ 一般社団法人高知県作業療法士会 会長 浅川 英則 

３ 一般社団法人高知市医師会 理事 藤井 貴章 

４ 一般社団法人高知市歯科医師会 会長 宮川 慎太郎 

５ 公益社団法人高知県栄養士会 会長 新谷 美智 

６ 公益社団法人高知県薬剤師会 高知市薬剤師会会長 植田 隆 

７ 公益社団法人高知県理学療法士協会 会長 大畑  剛 

８ 
公益社団法人 

高知市シルバー人材センター 
局長 藤原 好幸 

９ 
公益社団法人 

認知症の人と家族の会高知県支部 
代表 楠木 司 

10 高知県医療ソーシャルワーカー協会 会長 中本 雅彦 

11 高知県ホームヘルパー連絡協議会 副会長 川田 麻衣子 

12 高知県老人福祉施設協議会 副会長 福田 晃代 

13 高知市居宅介護支援事業所協議会 会長 和田 真樹 

14 高知市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 公文 康俊 

15 高知市老人クラブ連合会 副会長 北代 俊雄 

16 社会福祉法人高知市社会福祉協議会 常務理事 池内 章 

17 
特定非営利活動法人 

高知市身体障害者連合会 
会長 中屋 圭二 

18 公募委員 小笠原 育子 

19 公募委員 西村 敦司 

20 公募委員 藤田 千夏 
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●高知市高齢者保健福祉計画推進協議会条例

(平成 27 年 4 月 1 日条例第 47 号) 

（設置） 

第１条 高知市高齢者保健福祉計画（以下「高齢者保健福祉計画」という。）及び高知市介

護保険事業計画（以下「介護保険計画」という。）の策定及び推進等に当たり，広範な市

民の意見を反映するため，高知市高齢者保健福祉計画推進協議会（以下「協議会」とい

う。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は，次に掲げる事項について協議する。 

(1) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の策定に関すること。 

(2) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画に基づく諸施策の進捗状況に関すること。 

(3) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の推進の方策に関すること。 

(4) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の見直しに関すること。 

(5) 高齢者保健福祉計画と介護保険計画との調和に関すること。 

(6) その他高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の推進に関すること。 

（組織） 

第３条  協議会は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員20人以内で組織する。 

(1) 学識経験者 

(2) 関係団体の役職員 

(3) 市民 

(4) その他市長が特に必要と認める者 

２ 前項第３号の委員は，公募によるものとし，その選考に当たっては，高知市高齢者保健

福祉計画推進協議会公募委員選考委員会（以下「選考委員会」という。）において審査

する。 

３ 委員の公募の実施並びに選考委員会の組織及び運営について必要な事項は，市長が 

別に定める。 

（委員の任期） 

第４条  委員の任期は，３年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条  協議会に会長及び副会長１人を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２  会長は，会務を総理し，協議会を代表する。 

３  副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務

を行う。 

（会議） 

第６条  協議会の会議は，会長が必要に応じて招集し，会長が議長となる。 
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（資料提供その他の協力等） 

第７条 協議会は，その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは，関係部局そ

の他の者に対し，資料の提出，意見の表明，説明その他必要な協力を求めることができ

る。 

（守秘義務） 

第８条 委員は，その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様

とする。 

（専門部会） 

第９条 協議会の所掌事項について専門的に協議する必要があるときは，協議会に専門

部会を置くことができる。 

２  専門部会の組織及び運営について必要な事項は，市長が別に定める。 

（庶務） 

第10条  協議会の庶務は，健康福祉部において処理する。 

（その他） 

第11条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営について必要な事項は，会長が協

議会に諮って定める。 

附 則     

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において置かれていた高知市高齢

者保健福祉計画推進協議会（高知市高齢者保健福祉計画推進協議会設置要綱（平成６

年７月26日制定）の規定に基づき組織されたものをいう。以下「旧協議会」という。）は，

協議会となり，同一性をもって存続するものとする。 

３ この条例の施行の際現に旧協議会の委員として市長から委嘱されている者及び旧協議

会の会長又は副会長に選任されている者は，施行日において協議会の委員に委嘱され，

又は会長若しくは副会長に選任されたものとみなす。ただし，その任期は，第４条第１項

の規定にかかわらず，旧協議会の委員並びに会長及び副会長としての残任期間に相当

する期間とする。 
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●高齢者保健福祉計画の施策体系 

1 １-１

１-２

１-３

2 ２-１

２-２

２-３

２-４

２-５

3 ３-１

３-２

３-３

4 ４-１

４-２

5 ５-１

５-２

５-３

多様なサービスを効果的に受けられる

～保険者によるマネジメント機能の強化・推進～

多様な主体との考え方や方向性の共有

地域包括支援センターの機能強化

地域分析に基づく保険者機能の強化

住み慣れた地域で暮らし続けられる

～暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の
生活を支える施策の推進
（住環境・公共交通など）～

多様な暮らし方の支援

暮らしの中で受けられる介護サービスの充実

公共空間や交通のバリアフリー化

介護や看護に従事する人たちが
誇りとやりがいを持って働き続けられる

～介護事業所・従事者の質の向上，
労働環境の整備促進～

事業所の質の向上

事業所の職場環境の改善支援

災害時等でも安心して暮らし続けられる支援

基本理念　　：　　『　ちいきぐるみの支え合いづくり　』

【基本目標】 【施策の方向性】

いきいきと暮らし続けられる

～高齢者の健康増進・社会参加による
健康寿命の維持向上及び介護予防の推進～

健康づくり・介護予防の推進

生活支援サービスの充実

市民が主体となる地域活動の推進

安心して暮らし続けられる

～暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の
生活を支える施策の推進～

ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援

認知症になっても安心して暮らし続けられる支援

重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援

安心して暮らし続けられるための権利を守る支援
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報告・協議事項 
 

１ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業

計画（令和６～８年度）の取組状況に

ついて 

 

（１） 取組状況全体の報告 

 

 

 主に別紙資料１を用いて説明を行いま

す。 
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（２） 認知症施策の方向性と本市での

取組，第二期成年後見制度利用促進基

本計画策定に向けて 

 参考資料として別紙資料３をご覧くださ

い。
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（３） 保険者機能強化推進交付金・介護

保険保険者努力支援交付金について 

 

 

 

 

 別紙資料４とあわせてご覧ください。 
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保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金 

 

１ 概要 

 各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組及び都道府県が行う市町村支援の取組に対

して国が評価指標を定め，達成状況（評価指標の総合得点）に応じて，交付金を交付するも

の。 

 国が定めた評価指標の構成に基づき，各市町村が自らの取組等について達成状況の評価

を行い，国が採点した結果，高知市の得点及び交付額は以下のとおりとなった。 

 ※国の事業概要は P41 のとおり。 

 

２ 評価指標の構成 

保険者機能強化推進交付金 介護保険保険者努力支援交付金 

・持続可能な地域のあるべき姿 

・公正・公平な給付を行う体制の構築 

・介護人材の確保，その他のサービス提供基  

盤の整備 

・介護予防/日常生活支援の推進 

・認知症総合支援の推進 

・在宅医療・在宅介護連携体制の構築 

※各交付金の評価指標（詳細）は別紙資料４-１参照 

 

３ 令和６年度高知市の得点及び交付額 

区分 配点 全国平均 高知市 得点率 交付額 
中核市順位 

（全国順位） 

推進 400 点 205.64 点 268 点 67.0％ 29,919 千円 
7 / 62 

（232 / 1,781） 

努力 400 点 216.72 点 220 点 55.0％ 58,958 千円 
50 / 62 

（893 / 1,781） 

合計 800 点 422.36 点 488 点 61.0％ 88,877 千円 
26 / 62 

（480 / 1,781） 

※中核市の順位（詳細）は，別紙資料４-２参照 

※評価指標に基づき評価を行った結果であり，高知市が実施している事業が得点に直結し

ていない場合がある。 
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参考_保険者機能強化推進交付金等交付額（実績） （単位：千円） 

推進 努力 合計 

平成 30 年度 56,660 0 56,660 

令和元年度 55,872 0 55,872 

令和２年度 53,069 51,618 104,687 

令和３年度 53,121 52,959 106,080 

令和４年度 50,244 42,017 92,261 

令和５年度 47,636 65,668 113,304 

令和６年度 29,879 58,687 88,566 

 国の令和６年度の保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金に係る予

算は全体で 300 億円であり，前年度と比較すると 50 億円の減額となっている。 

 市町村への配分額は，保険者機能強化推進交付金が 95 億円（対前年▲47.5 億円），介護

保険保険者努力支援推進交付金が 190 億円（前年同額）となっていることから，各市町村に

配分される交付金の総額も令和５年度から令和６年度で減額となっている。 
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令和６年度当初予算案 （一般財源） 100億円（150億円）
（消費税財源）200億円（200億円）

○ 各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組及び都道府県が行う市町村支援の取組に対し、評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応
じて、交付金を交付する。
※ 介護保険保険者努力支援交付金（消費税財源）は、上記の取組の中でも介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業（包括的・継

続的ケアマネジメント支援事業、在宅医療介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業）に使途範囲を限定。

【実施主体】
都道府県、市町村

【交付金の配分に係る主な評価指標】
①PDCAサイクルの活用による保険者機能の強化 ④介護予防の推進
②ケアマネジメントの質の向上 ⑤介護給付適正化事業の推進
③多職種連携による地域ケア会議の活性化 ⑥要介護状態の維持・改善の度合い

【交付金の活用方法】
＜都道府県分＞

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて市町村を支援する各種事業（市町村に対する研修事業、リハビリ専門職等の派遣事業等）の事
業費に充当。

＜市町村分＞
国、都道府県、市町村及び第２号保険料の法定負担割合に加えて、介護保険特別会計に充当し、地域支援事業、市町村特別給付、保健福

祉事業など、高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防等に必要な事業を充実。

【補助率・単価】
定額（国が定める評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、交付金を配分）

【負担割合】
国10/10

２ 事業スキーム・実施主体等

○ 平成29年の地域包括ケア強化法の成立を踏まえ、客観的な指標による評価結果に基づく財政的インセンティブとして、平成30年度
より、保険者機能強化推進交付金を創設し、保険者（市町村）による高齢者の自立支援、重度化防止の取組や、都道府県による保険者
支援の取組を推進。令和２年度からは、介護保険保険者努力支援交付金（社会保障の充実分）を創設し、介護予防・健康づくり等に資
する取組を重点的に評価することにより、これらの取組を強化。

○ 令和５年度においては、秋の行政事業レビューや予算執行調査などの結果を踏まえ、アウトカムに関連するアウトプット・中間アウ
トカム指標の充実や、評価指標の縮減など、制度の効率化・重点化を図るための見直しを行ったところであり、令和６年度においても
これらを踏まえつつ、引き続き保険者機能強化の推進を図る。

〈交付金を活用した保険者機能の強化のイメージ〉

【事業実績】
交付先47都道府県及び1 ,571保険者（令和４年度）

１ 事業の目的

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金

令和６年度における保険者機能強化推進交付金等に係る予算案について

○ 令和６年度における保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金に係る予算案については、介護
職員の処遇改善や、現下の物価高騰への対応など、介護報酬を必要な水準に引き上げつつ、その他介護保険制度関
連予算の調整を行った結果、保険者機能強化推進交付金について対前年度▲50億円となる。（介護保険保険者努力
支援交付金については、介護予防・健康づくりの取組の重要性に鑑み、対前年度同額を確保。）

（参考）令和６年度予算案

・保険者機能強化推進交付金：100億円（150億円）
・介護保険保険者努力支援交付金：200億円（200億円） ※（）内は前年度当初予算額

○ これに伴い、令和６年度における都道府県・市町村への配分額については、各交付金の５％相当額（17.5億円）
を都道府県分、残り（332.5億円）を市町村分とする従来の考え方を踏まえ、次のとおりとする。

令和６年度分 令和５年度分

都道府県分

保険者機能強化推進交付金 ５億円 ７．５億円

介護保険保険者努力支援交付金 １０億円 １０億円

市町村分

保険者機能強化推進交付金 ９５億円 １４２．５億円

介護保険保険者努力支援交付金 １９０億円 １９０億円

合計 ３００億円 ３５０億円
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